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家族の形態や世帯構成を取り巻く環境は変化しており，現代においては多様な家族形態や世帯構成のあり方が
存在する．家族の形態や世帯構成が変化したことにより，世帯内の個人が行う行動にも変化が生じている．同
一世帯内の個人間の相互作用は，同じ世帯において長い共同生活を通じて形成されたものであり，同一世帯内
の各個人の相互作用には，相関関係がある．本研究では多様な世帯における複数人が行う同一の行動をモデル
化する方法論について考察する．
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1. はじめに

家族の形態や世帯構成を取り巻く環境は変化してお

り，現代においては多様な家族形態や世帯構成のあり方

が存在する．家族の形態や世帯構成が変化したことに

より，世帯内の個人が行う行動にも変化が生じている．

同一世帯内の個人間の相互作用は，同じ世帯において

長い共同生活を通じて形成されたものであり，同一世

帯内の各個人の相互作用には，相関関係がある．本研

究では多様な世帯における複数人が行う同一の行動を

モデル化する方法論について考察する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 個人の意思決定間の相互作用

家族内の構成員による同時活動が実現するためには，

それに関わる構成員の双方がサービス活動の同時生産・

同時消費に同意することが前提となる．家族構成員が，

サービス活動を同時生産するためには，それぞれの個

人が自分の時間や財を余分に投資しなければならない．

家族構成員が共同活動に合意するためには，それぞれ

が個別に活動を行うより，２人が一緒に活動を行うこと

によるメリットが存在しないといけない．小林等 15)は，

家族構成員が共同活動に同意する動機として，１）経済

的動機 (economic motives)，２）利他的動機 (altruistic

motives)，３）父権的動機 (paternalistic motives)を指

摘している．経済的動機とは，たとえば交通費用の節約

など，個別に行動する場合よりも，家族構成員が行動

を一緒にすることにより，経済性を向上させることが

できることを意味する．第 2に，利他的動機とは，家族

構成員の間における思いやりや愛情という心理的外部

性を意味する．このような心理的外部性が正の効果を

持つ場合，家族構成員はたとえ自分自身の個人的資源

（時間等）を余分に消費しても共同活動を実施する意思

を持つ可能性がある．このような利他的動機に基づく

共同活動をモデル化するためには，心理的外部経済性

という個人の効用間の相互作用を明示的にモデル化す

ることが必要となる．最後に，たとえば子供の教育のよ

うに，家族構成員の一部が，自分の価値判断に基づい

て他の家族構成員の行動を決定する場合がある．たと

えば，親（プリンシパル）が子供（エイジェント）の行

動結果に対して選好を持ち，その選好に基づいた選択

をエイジェントに強制する場合などが該当する．プリ

ンシパルがこのような父権的選好に基づいエイジェン

トとの共同活動を実施する場合，エイジェントの行動

はプリンシパルの選択によって決定されることになる．

経済的動機，利他的動機，父権的動機に基づいた同

時活動においては，いずれも個人の行動特性や意思決

定の間に相互作用が存在する．経済的動機，利他的動

機に基づいた同時活動では，それに参加する家族構成

員が互いに対等の立場にたっており，両者の間に合意

が形成されてはじめて同時活動が実現する．一方，父

権的動機に基づく場合には，エイジェントがプリンシ

パルの行動選択に強制力を発揮し，そこには両者の間

での合意の形成という問題は存在しない．したがって，

上述の動機をすべて同時に考慮したようなモデルを定

式化することは極めて困難であると言わざるを得ない．

本研究では，家族構成員の経済的動機，利他的動機を

考慮したような共同活動の形成メカニズムに着目する．
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(2) 自発的な同伴行動の形成

家族との同伴行動は，第三者による強制力に基づき

半強制的に参加する義務を負う会議や集会とは異なり，

当事者間によって自発的に形成されるものである．家

族の中の個人は自分の意思に従って自由に同伴行動の

開催を提案することができ，その行動目的や時間，場

所などの具体的な条件の調整を行う．そして，調整さ

れた条件に参加者全員が合意してはじめて，同伴行動

が実現する．そのため，同伴行動の開催は自由に提案

できるが，条件によっては参加者が合意せず，同伴行動

が実現しない場合もありうる．また，実現される同伴

行動の時間も提案者が自由に決定できるわけではなく，

参加者全員の同意に基づく時間が採用される．家族の

中の個人はそれぞれ異なる状況のもとで生活をしてお

り，各個人が持つ同伴行動へのインセンティブはその

個人の属性や家族における立場などに依存して異なる

と考えられる．そのため，個人が同伴行動に希望する

時間は一般的に異なると考えられる．例えば，夫婦と

子供が一緒に買い物に行くことを考えよう．このとき，

夫は次の日に朝早くから仕事があるため，早めに帰る

必要があると仮定する．その場合，妻や子供は夫より

も希望する同伴行動の時間が長い可能性が高いが，実

際は夫の都合に合わせて妻・子供の希望する時間より

も短い夫の希望する時間が採用される場合が多いと考

えられる．このように，同伴行動が開催されるために

は参加者全員の同意が必要となるため，実現される同

伴行動の時間は最も短い時間，つまり同伴行動に対す

るインセンティブの最も低い者の意思によって決定さ

れると考えられる．

このような家族による自発的な同伴行動の時間に関

する意思決定過程を，参加者間の意思の競合として捉

えることが出来る．つまり，同伴行動の時間を決定す

る際に，各個人の希望する時間が競合し，最終的にイ

ンセンティブの最も低い者の意思が選択され，残りの

者の希望する同伴時間は却下されることとなる．

(3) コミュニティ活動とネットワーク外部性

地域活動には，ネットワーク外部性が働いている．ネッ

トワーク外部性は，外部性の一つであり，技術的外部

性とも呼ぶ．一般に外部性は，技術的外部性と金銭的

外部性と大きく２種類に分類される 1)．外部性は，「あ

る人の行動が他者の行動に影響を与える」という戦 略

的補完性の概念を含むが，技術的外部性は，他者の技

術的状況や好みを変化させる行動によりおこる外部性

と呼ばれる一方で，金銭的外部性は関連した市場の商

品やサービスの値段に影響を与える行動によりおこる

外部性と呼ばれる．

本節では，地域活動におけるネットワーク外部性の

働きについて論じる．ネットワーク外部性とは，「同じ

財・サービスを消費する個人の数が多 ければ多いほど，

その財・サービスの消費から得られる効用が高まる効

果」をさす．2)　地域活動も同様に，ある地域活 動に

参加することによって得られる効用は，その活動を一

緒に消費する他人の存在に依る．他者の人数にもよる

が，他者との相関関係に大きく依存 する．つまり，地

域活動は一種のネットワーク依存型サービスであり，自

給自足できないものである．ネットワークチェインの

力は，人々が輸送機 関やインターネットといったネッ

トワークサービスを使えば使うほどより多くの人が市

場に加わろうとする，密集した市場メカニズムの正の

フィー ドバックに由来する．このように人々が地域活

動に携われば携わるほど，その活動は資源を交換する

ために必要な個人のコストと努力が少なくなる ことや

その活動の新たな価値を生むことでより楽しくより費

用効果があるものになるだろう．同様に，少ない人数が

携わる地域活動はより価値が下がり，参加者にとって

より楽しくなくなり，より費用効果のないものになる．

このようなネットワーク外部性の正/負のフィードバッ

クは参加者と非参加者の間の行動の相互作用から得ら

れる．

他者の数だけでなく，他者の属性や好みも一つの大

きな影響要因である．Dasgupata3)は，近所の住民の属

性や好みがある世帯の選択に影響 を与えることを指摘

し，出産や居住地の選択の例を挙げた．もしその家計

が大家族に対して好意的であるような地 域に住んでい

たら，似た人々がその地域に住もうとするだろう．なぜ

なら，出産に対する好みが内生的に自分自身を分類し

ているからである．出産 に対する好みが似た隣人はコ

ミュニティの育児をサポートする活動にいい影響を与

えるだろう．もしより多くの育児活動が増えれば，出

産の好みが より高い人たちがそのコミュニティに住み

たがるようになる．とくに中山間地域の住民は面と向

かった近所関係や同種の近所関係のために，近隣住 民

の選択の影響をより受けやすい．多くの社会科学者や

経済学者は，近隣の間でのネットワーク外部性を模倣行

動（imitation behavior）とも説明してきた 4)，5)，6)，
7)．

(4) 既存の研究概要

家族経済学 8)の分野において，世帯内の各個人の意

思決定の相互依存性に関する研究が蓄積されてきた 9)．

中でも，Chiappori10), Browning et al.11)等は，家族が

個人の集合体であるという立場から，家族構成員の交

渉の結果（あるいは，家族内独裁者の意思決定の結果）

として，家族全体の意思決定行動を分析するCollective

modelを提案した．これらの研究では構成員間の相対
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交渉力を各構成員の効用の重みづけで表現した家族厚

生関数を定義するが，そこでは交渉力により世帯内に

おける個人の行動が決定されることが想定されている．

Collective modelを用いた時間配分行動を分析した事例

は多い．中でも，個人の交通行動に関しては，張ら 12)

は交通計画の分野で世帯として 1日の時間配分を行う

際に，家族の構成員間の相互作用を明示的に考慮した

時間配分モデルを構築し，福田ら 13)はこれに費用制約

を考慮した時間配分モデルを提案している．これらの

モデルでは，単独で行動する場合には個人の効用に基

づいて，共同行動する場合には構成員間の相互作用に

より家族全体として意思決定されるように表現されて

いる．さらに，世帯内意思決定ルールに関する異質性

を考慮するため張ら 14)は等弾力性社会厚生関数を用い

た世帯時間配分モデルを提案している．

Collective modelでは，家族内における共同行動の対

象となる活動をプールし，それらの活動全体に対して

集合的に共同行動のパターンが決定されるメカニズム

になっている．Collective modelは，家族全体を通じた

個別目的への時間配分パターンを分析するために有効

な方法である．しかし，家族構成員による個別のサー

ビス活動の共同生産・共同消費活動の形成メカニズム

といったミクロな行動分析には必ずしも有効ではない．

たとえば，夫婦による日常品の買い物，外食，交際，ボ

ランティアに関する共同活動は，必ずしも家族全員に

よる意思決定により具体的な活動パターンが決定され

ているわけではない．むしろ，サービス活動を共同生

産・共同消費する家族構成員の，その時々の時間制約

やスケジュールの濃度といった局所的な条件や構成員

の間に機能する思いやりや愛情などの心理的外部性が

重要な役割を果たしている．このようなミクロなレベ

ルにおける家族構成員の共同活動の形成メカニズムを

分析するためには，家族構成員の相互作用を明示的に

考慮にいれた個人行動モデルによるアプローチが有効

である．

小林等 15)は，同一家族における送迎・相乗り行動を

対象として，個人間の心理的相互作用を考慮にいれた

離散選択モデルを提案している．具体的には，個人の効

用関数の中に，相手の効用に対する配慮の程度を利他

的選好パラメータによる加重和として組み入れたよう

な加法的効用関数を定式化している．しかし、利他的

選好パラメータは，異なる家族を通じて一定値をとる

と仮定していた．家族構成員間の利他的選好は，家族

による共同生活を通じて内生的に形成されたものであ

り，家族をとりまく環境や家族固有の観測できない特

性の影響を受け，家族間で多様に異なる可能性がある．

3. 共同活動モデル

(1) モデル化の前提条件

同一家族内において，共同活動を行う２名の個人を

それぞれパートナー a，パートナー bと呼ぶ．ただし，

パートナー a，パートナー b は，たとえば a が妻，b

が夫のように，家族内で同一のカテゴリーに属する個

人を表す．パートナーのペアは，ペアが行う活動目的

k(k = 1, · · · ,K) のそれぞれに対して共同活動するか

どうかを決定する．パートナー aとパートナー bの間

に共同活動をとることに対する合意が形成されてはじ

めて，2名のパートナー aとパートナー bは共同活動

をとることが可能となる．活動目的 k に対して，パー

トナー aの選択肢としては，「パートナー bと共同活動

を行う (S1,k
a )」，「行わない (S0,k

a )」という選択肢があ

る．パートナー bに関しても，「パートナー aと共同活

動を行う (S1,k
b )」，「行わない (S0,k

b )」という選択肢が

ある．パートナー aとパートナー bの双方がそれぞれ

S1,k
a ，S

1,k
b を選択した場合にのみ，活動目的 kの共同活

動が実現する．パートナー a，bのうち，少なくとも一

方が相手との共同活動を行わない選択をした場合，両

者は共同活動を行わず，それぞれ別々に行動する．こ

こで，パートナー aとパートナー bのペアを，それぞ

れ l(l = 1, · · · , L)と表す．当面の間，ある特定の活動
目的 k に関する特定のパートナーのペア lの共同活動

をモデル化することとし，議論の見通しをよくするた

めに添え字 kと lを無視して議論を進める．

(2) 確率効用モデル

ある特定のペアの共同活動に着目する．パートナー

d(d = a, b)の選択肢 Si
d (d = a, b; i = 0, 1)に対する構

造型確率効用モデルを

U1
a = βax

′
a + ηaU

1
b + εa (1a)

U1
b = βbx

′
b + ηbU

1
a + εb (1b)

U0
a = 0, (1c)

U0
b = 0 (1d)

と表す．ここで，xd = (x1,d, · · · , xJ,d) (d = a, b)は，

パートナー d (d = a, b)の選好に影響を及ぼす説明変

数の行べクトルであり，家族構成や年収などの個人属

性によって説明される．記号「′」は転置を表す．βd =

(β1,d, · · · , βJ,d)は，説明変数に関わる未知パラメータ

の行べクトルである．利他的パラメータ ηdは，パート

ナー dのもう一方のパートナーに対する利他的選好の程

度を表す確率変数であり，0 ≤ ηd < 1が成立する．U i
d

は，パートナー d(d = a, b)の選択肢 Si
dに対する効用で

ある．εd は，確率誤差項であり，観測者が観測できな

いパートナー dに固有の特性を表す．利他的パラメー
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タ ηdの値が大きくなるほど，利他的効用項が大きくな

るため，相手への配慮が大きくなる．利他的効用が存在

しない場合，ηd = 0が成立する．選択肢 S0
d (d = a, b)

を選択した場合の効用を 0に基準化している。

式（1a),(1b)に示す構造型確率効用モデルは，効用関

数の中に相手の効用関数を明示的に含んでおり，この

ままでは選択肢の選択確率を導出するのが困難である．

そこで，パラメータの推計に適した誘導型確率効用モ

デルを導出する．式 (1a),(1b)を U1
a，U1

b について明示

的に解くと，次式を得る．

U1
a = ζax

′
a + ηaζbx

′
b + ηaφb + φa (2a)

U1
b = ηbζax

′
a + ζbx

′
b + ηbφa + φb (2b)

ただし，ζa = (1− ηaηb)
−1
βa，ζb = (1− ηaηb)

−1
βb，

φd = (1− ηaηb)
−1

εd (d = a, b)である．誘導型効用関

数が識別可能であるためには，ηaηb ̸= 1が成立しなけれ

ばならない. さらに，誘導型方程式のパラメータ ζa, ζb
が元の方程式のパラメータ βa,βbと同符号になるため

には，利他的パラメータは条件

0 ≤ ηaηb < 1 (3)

を満足する必要がある。ここで，誘導型確率効用モデ

ルを確定的効用項と確率的効用項に分離するために、

ūa = ζax
′
a + ηaζbx

′
b

ūb = ηbζax
′
a + ζbx

′
b

ξa = ηaφb + φa

ξb = ηbφa + φb

を導入する。この時，誘導型確率効用モデルは

U1
a = ūa + ξa (4a)

U1
b = ūb + ξb (4b)

U0
a = 0, (4c)

U0
b = 0 (4d)

と表すことができる．式 (4a),(4b)の右辺の第 1項が確

定的効用項，第 2項が確率的効用項である．厳密には

確定効用項にも確率変数で表される利他的パラメータ

ηa, ηbが含まれているが，ここでは従来の確率効用モデ

ルとの対応を明瞭にするため，便宜的にこのような表

現を採用する．ηa = 0かつ ηb = 0の場合，式 (1a),(1b)

の第 2項が消滅するため，誘導型確率効用モデルは構

造型確率効用モデルと一致する．一般的に，ηa ̸= ηbで

あり，これら 2つの利他的パラメータは異質分散性を

有する相関構造をもっている．

(3) 共同活動モデルの定式化

ある特定のパートナーのペアによる特定目的の共同

活動を決定する場面に着目する．ひとまず利他的パラ

メータ ηa, ηbを与件と考える．共同活動が実現するか否

かは，パートナー aとパートナー bの選好結果の組み合

わせによって決定される．パートナー aとパートナー b

が最も選好する選択肢の組み合わせに関して，以下の 4

つのケースが存在する．すなわち，1）パートナー aと

パートナー bの双方が目的 kの共同活動に同意し，共同

活動が実現する場合（ケース Ω1）,2）パートナー aは

パートナー bに共同活動に賛同するがパートナー bがそ

れを断り，結果として共同活動が成立しない場合（ケー

ス Ω2），3）パートナー bが同伴に合意するが，パート

ナー aがそれを断り，結果として共同活動が成立しな

い場合（ケース Ω3）, 4）パートナー aとパートナー b

の双方が共同活動に合意せず，共同活動が成立しない

場合（ケース Ω4）が存在する．

説明変数値ベクトル x = {xa,xb} とパラメータ値
ベクトル θ = {βa,βb,η},η = {ηa, ηb} を与件とす
る．この時，それぞれのケースが生起する条件付き確

率 Pr(Ωi|x,θ), (i = 1, · · · , 4)は

Pr(Ω1|x,θ) = Pr(U1
a ≥ U0

a , U
1
b ≥ U0

b |x,θ) (5a)

Pr(Ω2|x,θ) = Pr(U1
a ≥ U0

a , U
1
b < U0

b |x,θ) (5b)

Pr(Ω3|x,θ) = Pr(U1
a < U0

a , U
1
b ≥ U0

b |x,θ) (5c)

Pr(Ω4|x,θ) = Pr(U1
a < U0

a , U
1
b < U0

b |x,θ) (5d)

と定義される．以上の 4つのケースの内，実際に共同活

動が実現するケースはΩ1のみである．したがって，共

同活動が実現する確率はPr(Ω1|x,θ)であり，共同活動
が実現しない確率は

∑
n=2,3,4 Pr(Ωn|x,θ)と表わすこ

とができる．ここで，確率効用項 εd (d = a, b)は互いに

独立であり，同一の正規分布N(0, σ2)に従うと仮定す

る．この時，ケース Ω1が選択される確率 Pr(Ω1|x,θ)
は，以下のように定義される．

Pr(Ω1|x,θ)

= Pr(U1
a ≥ 0, U1

b ≥ 0|x,θ)

= Pr(ξa ≤ ūa, ξb ≤ ūb|x,θ)

=

∫ 0

−∞

∫ 0

−∞
ϕab(ξa, ξb;µab,Σab)dξadξb (6)

ここに，ϕab(ξa, ξb; µab,Σab)は期待値ベクトルµab,分

散共分散行列Σab によって定義される正規確率密度関

数である．ただし，µab,Σab はそれぞれ，

µab = (−ūa,−ūb) (7a)

Σab =
2σ2

(1− ηaηb)2

{
1 + (ηa)

2 ηa + ηb

ηa + ηb 1 + (ηb)
2

}
(7b)

で表される．分散共分散行列の逆行列 {Σab}−1 は

{Σab}−1 =
1

2σ2

{
1 + (ηb)

2 −ηa − ηb

−ηa − ηb 1 + (ηa)
2

}
(8)

となる．ここで，未知分散項σと未知パラメータβ,ηの

4
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一意性を確保するために，以下の規格化条件を設ける．

|{Σab}−1| = (1− ηaηb)
2

4σ4
= 1 (9)

このとき，共同活動が実現する確率 Pr(Ω1|x,θ)は，

Pr(Ω1|x,θ)

=
∫ 0

−∞

∫ 0

−∞

1

2π
exp

(
−y{Σab}−1y′

2

)
dξadξb (10)

となる．ただし，y = (ξa + ūa, ξb + ūb)である．

(4) コピュラ構造

以上では，利他的パラメータ ηa, ηb を与件と考え共

同活動確率を導出した．利他的パラメータは，家族に

よって多様に変動する．共同活動に対する利他的パラ

メータは，同一家族内のパートナーにより長期的に形

成されたものであり，利他的パラメータの確率分布に

は相関構造が存在する．また，利他的パラメータ ηa, ηb

の値は共同活動の活動目的 k(k = 1, · · · ,K)によって

も多様に異なると考えられる．いま，ある活動目的に着

目し，当該目的に関する利他的パラメータの家族間の

確率分布構造をコピュラ 16) を用いて表現する．再び，

記載の簡略化のために，添え字 kを省略する．

利他的パラメータ ηd(d = a, b)の同時確率分布を 2次

元コピュラ C を用いて表す．利他的パラメータ ηd(d =

a, b)の周辺分布関数を Fd(ηd)と表す．さらに，確率変

数 ηd(d = a, b)の連続な同時分布関数を F (ηa, ηb)と表

せば，スクラーの定理 17) より，

F (ηa, ηb) = C(Fa(ηa), Fb(ηb)) (11)

を満たすコピュラ C が一意に存在する．コピュラー C

に周辺分布 Fa, Fb を適用することにより生成される

C(Fa(ηa), Fb(ηb))は，区間 [0, 1]2 を定義域とする同時

分布関数である．また，

• 任意の ud = Fd(ηd) ∈ [0, 1] (d = a, b)について，

C(0, ub) = 0, C(ua, 0) = 0

• 任意の ud = Fd(ηd) ∈ [0, 1] (d = a, b)について，

C(1, ud) = ub, C(ud, 1) = ua

• u1
d ≤ u2

dを満たす全ての (u1
a, u

1
b)，(u

2
a, u

2
b) ∈ [0, 1]2

に対して，
2∑

ia=1

2∑
ib=1

(−1)
∑

d=a,b idC(uia
a u,ibb ) ≥ 0

の 3つの性質を全て満たすような関数 C がコピュラと

して定義される．このとき，利他的パラメータベクト

ル η = (ηa, ηb) の同時確率密度関数 f(η) は，コピュ

ラの分布関数 C(Fa(ηa), Fb(ηb))あるいは確率密度関数

c(Fa(ηa), Fb(ηb))を用いて，

f(η) =
∂2C(Fa(ηa), Fb(ηb))

∂Fa(ηa)∂Fb(ηb)

∏
d=a,b

fd(ηd)

= c(Fa(ηa), Fb(ηb))
∏

d=a,b

fd(ηd) (12)

と定義される．ここで，fd は周辺分布関数 Fd の確率

密度関数である．いま，利他的パラメータ ηd が区間

0 ≤ ηd < 1において定義されるベータ分布 B(pd, qd)に
従って分布すると仮定すれば，周辺確率密度関数 fd(ηd)

は次式で表現される．

fd(ηd) =
(ηd)

pd−1(1− ηd)
qd−1

B(pd, qd)
(13)

なお，pd, qd は分布の形状を支配するパラメータ，

B(pd, qd)はベータ関数である．各分布の形状を支配する
パラメータベクトルを ψ = (pa, qa, pb, qb)と表記する．

4. コミュニティ活動参加モデル

(1) 定式化

対象とする地域にN 個の異なるタイプの家計が居住

する．タイプ nに属する家計 i (i = 1, · · · ,Mn)が、あ

るコミュニティ活動に参加することにより得られる確

率効用を u1
in と表す．また，活動に参加しない場合に

得られる確率効用を u0
in と表す．タイプ nの家計 iの

参加行動は観測可能であり，参加の有無を 0-1変数 yin

を用いて

yin =

{
1 タイプ nの家計 iが活動に参加する

0 活動に参加しない　
(14)

と表す．家計は効用最大化行動をすると仮定すると，タ

イプ nの家計 iが活動に参加する確率は

Pr(yin = 1) = Pr(u
1
in > u0

in) = Pr(zin > 0) (15)

と表せる．ここに，潜在変数 zin = u1
in − u0

inは観測で

きない変数であり，yin が観測可能である．式 (14)を

zni を用いて書き表せば

yin =

{
1 if zin > 0

0 if zin ≤ 0
(16)

となる．潜在変数 zinは，当該家計の観測可能な個人属

性行ベクトル xin = (x1
in, · · · , xK

in)，当該活動に対する

家計の社会的関係性を表す θn（以下，社会的相関項と

呼ぶ）と観測不可能なランダム項 εin を用いて

zin = xinβ + θn + εin (17)

で構成されると考える．ただし，β = (β1, · · · , βK)′は

パラメータベクトルである．ランダム項 εin は，それ

ぞれ平均 0，分散 1の独立な標準正規分布に従うと仮

定する．社会的相関項は同一のタイプの家計に特有な

当該活動に対する「思い入れ」の程度を表す変数であ

り，「思い入れの強さ」は他の家計との関係で形成され

ると考える．このため，タイプ nの家計の社会的相関

項 θn (n = 1, · · · , N)に空間自己回帰構造を導入し

θn = ρ

N∑
j=1

wnjθj + un (18)

5
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と表す．ただし，θn は，タイプ n の家計の「思い入

れ」の程度を表す社会的相関パラメータであり，θn > 0

とする．ρ は対象地域の人的ネットワークやソーシャ

ルキャピタルが，家計の自発的集合行為へ及ぼす影響

の程度を示している．また，un は観測不可能なラン

ダム項であり，平均値 0，分散 σ2の独立な正規分布に

従うと仮定する．記述の便宜を図るために潜在変数モ

デル (17) を行列表記する．潜在変数列ベクトル z =

(z11, · · · , zM11, · · · , zin, · · · , zMNN )′，社会的相関項行

ベクトル θ = (θn : n = 1 · · · , N)，ランダム項列ベク

トル ε = (ε11, · · · , εin, · · · , εMNN )′を定義する．また，

個人属性行列XをX = (x1, · · · ,xN )′と定義する．た

だし，xn = (x1
n, · · · , xK

n )である．この時，潜在変数モ

デルは

z =Xβ +Eθ + ε (19a)

θ = ρWθ + u (19b)

と表すことができる．ただし，W は社会的相関を表す

(n× n)次元の重み行列，E は

E =


11 · · · 01

...
. . .

...

0N · · · 1N

 (20)

と定義される．なお，1nはMn次元のベクトルであり

1n = (1, · · · , 1)′ と定義される．

(2) 尤度関数の定式化

コミュニティ活動参加モデルにおいて，各家計のコ

ミュニティ活動参加状況ベクトル z，個人属性ベクトル

X および社会的関係性行列W は，観測可能な外生パ

ラメータである．外生変数X，W を与件として，従属

変数 z が観測される条件付き確率 (尤度)を導出する．

式 (19a)を変形すれば

θ = (IN − ρW )−1u = S−1u (21)

を得る．ただし，IN は N 次元単位行列であり，S =

IN − ρW と定義する．この時，ρと uを与件とした θ

の条件付き確率は

θ|(ρ, σ2) ∼ NN [0N，σ2(S′S−1)] (22)

と表される．ただし，NN [0N，σ2(S′S−1)]は平均値ベ

クトル 0N，分散・共分散行列 σ2(S′S−1) の N 次元

正規分布を表している．さらに，各 ε が H 次元の標

準正規分布 NH(0H，IH) に従うと仮定する．ただし，

H =
∑N

n=1 Mn である．この時，β,θ を与件とした z

の条件付き分布は

z|(β,θ) ∼ NH(Xβ +Eθ, IH) (23)

と表される．このとき，タイプ nの家計 iが着目して

いるコミュニティ活動に参加する確率は

Pr(yin = 1) = Pr(zin > 0) = Φ(xinβ + θn) (24)

で与えられる．同様に，地域活動に参加しない確率は

Pr(yin = 0) = Pr(zin ≤ 0) = 1− Φ(xinβ + θn)(25)

と表せる．この時，尤度関数は以下のように定義できる．

L (y|β,θ) =
N∏

n=1

In∏
i=1

Φ(xinβ + θn)
yin

{1− Φ(xinβ + θn)}1−yin　 (26)

ただし，y = (y11, · · · , yin, · · · , yINN )′ である．

5. 同伴行動の生存時間分析

(1) 前提条件

本研究では，同一世帯内の複数の個人によって形成

される同伴行動を対象とする．家族の中の各個人は，自

身の効用を最大化することのできる同伴行動の希望時

間をそれぞれ持っていると仮定する．同伴行動が形成

された場合，その同伴行動は参加者の中で最も同伴行

動へのインセンティブの低い個人の意思に基づいて終

了され，その他の個人は同伴行動に参加する限り，自

分の意思に関わらずその時点で同伴行動を終了しなけ

ればならないと考える．そのため，実際に観測される

同伴行動の時間は，その同伴行動へのインセンティブ

が最も低い個人の意思に基づいた時間が代表値として

観測されるのであり，その他の個人が希望する同伴行

動時間は観測されずに打ち切られたと考える．本研究

では，誰の意思に基づいて同伴行動が終了したのかに

応じて競合リスク事象をそれぞれ定義する．競合する

リスク事象は対象とする同伴行動の参加者の数だけ存

在し，それらのリスク事象が競合した結果，その中の 1

つの事象が発生すると考える．ある 1つのリスク事象

が観測されると，その他のリスク事象は観測されずに

打ち切りデータとなる．その上で，同伴行動時間に関

して生存時間分析を行い，ある個人の属性が希望する

同伴行動の時間に与える影響を評価する．

このように考える上で，2つの点に留意する必要があ

る．1つは，打ち切りの取り扱いである．連続時間を仮

定するモデルにおいては，競合する各リスク事象が独

立に起こるという条件が成立する場合，競合するイベ

ントを右センサリングとして扱うことが出来る 18)．本

研究では，各個人は他の個人の意思に関係なく希望す

る同伴行動時間を決めるものとする．実際には合意形

成過程において自身の意思を譲歩する場合なども考え

られるが，モデルの単純化のために，これらの影響は

無視することとする．

もう 1つは実際に発生した競合リスク事象の特定に

ついてである．本研究の実証分析において用いる社会

生活基本調査のデータからは，家族の中の誰の意思が

採用されたのかという，同伴行動の終了原因に関する

6
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情報は得ることが出来ない．そこで本研究では，潜在

変数を用いて参加者のうちどの個人の意思によって同

伴行動が終了されたのかを表し，パラメータ，及び潜在

変数を同時に推計することとする．

(2) 個人の同伴行動希望時間のハザードモデル

いま，家族 i(i = 1, · · · , n) による，ある行動目的
k(k = 1, · · · ,K)の同伴行動の時間を考える．この家族

iは Li 人で構成されており，家族内の各個人を li(li =

1, · · · , Li)として表現する．

まず，家族 iにおける個人 li のみに着目し，個人 li

が希望する同伴行動時間に関するハザードモデルを定

式化する．個人 li の意思による行動目的 kの同伴行動

に対する希望時間の寿命を確率変数 ζkli と表す．ζkli は

確率密度関数 fk
li
(ζkli)，分布関数 F k

li
(ζkli)に従うと仮定

する．同伴行動開始から時間 tki が経過し，次の瞬間に

同伴行動を終了する確率密度をハザード関数 λk
li
(tki )を

用いて表現する．この時，ハザード関数は，同伴行動

が時間 tki まで継続する生存確率 Sk
li
(tki )を用いて，

λk
li(t

k
i )∆tki =

fk
li
(tki )∆tki
Sk
li
(tki )

(27)

と表される．すなわち，ハザード関数 λk
li
(tki )は，同伴

行動が開始されてから時間 tki が経過するまで個人 liの

意思によって同伴行動が終了されなかったという条件

下で，微小時間 [tki , t
k
i +∆tki )中に個人 liの意思で同伴

行動を終了する，という条件付確率である．希望する

同伴行動時間の長さは，個人の生活の状況や環境によ

り異なる．このことは，個人 li の希望同伴行動時間の

ハザード関数が個人属性によって変化することを意味

する．ハザード関数が個人 li の属性 xli に依存するこ

とを表現するため，

λk
li(t

k
i : xli) = λk

0li(t
k
i ) exp(β

k
rli
xli

′) (28)

という比例ハザードモデルを採用する 19)．rli(rli ∈
(1, · · · , R)) は，個人 li の続き柄を表す．本研究では，

続き柄の分類として父，母，子供の計 3種類を考える．

このとき，R = 3となる．λk
0rli

(t)は個人属性 xli が 0

ベクトルとなる場合の，続き柄 rli の個人が持つハザー

ドであり，基準ハザード関数と呼ばれる．基準ハザー

ド関数の推定については (3)節において詳しく述べる．

βk
rli
は，続柄 rli である個人の属性 xli が行動目的 kの

同伴行動希望時間のハザードに及ぼす影響を支配する

未知パラメータベクトルである．例えば，個人属性ベ

クトルが P 個の要素 xli = (x1li , · · · , xPli)で表される

場合，パラメータベクトル βk
rli
は，βk = (βk

1 , · · · , βk
P )

と表される．また，′ は転置を表す．式（27）より，

λli(ti : xli) =
fli(ti : xli)

Sli(ti : xli)

= −
dSli

(ti:xli
)

dti

Sli(ti : xli)
=

d

dti
{− lnSli(ti : xli)} (29)

と変形できる．なお，式 (29)においては添え字 kを省

略しており，議論の見通しをよくするために今後も省

略する．Sk
li
(0 : xli) = 1を考慮し，式（29）を積分す

れば， ∫ ti

0

λli(τ : xli)dτ = − lnSli(ti : xli) (30)

を得る．以上より，個人 liの同伴行動希望時間が ti以

上となる確率 Sli(ti : xli)は，

Sli(ti : xli) = exp{−
∫ ti

0

λli(τ : xli)dτ}

= exp{−
∫ ti

0

λ0li(τ) exp(βrli

′xli)dτ}

= exp{− exp(βrli

′xli)

∫ ti

0

λ0li(τ)dτ} (31)

となる．

(3) 基準ハザード関数

基準ハザード関数を決定することは生存確率の分布

形を決めることと同値であり，モデルの構造形成に大

きな影響力を持つ．基準ハザード関数の推定方法とし

てパラメトリックな仮定に基づき推定する方法がある．

この方法は，ある特定の形によって基準ハザード関数

を規定すると扱いやすい生存確率分布を求めることが

でき，また比較的容易に推計を行うことが出来る．し

かし，基準ハザード関数に関してパラメータに基づく

制約条件を置くことになり，その条件が実際のデータ

と整合的であるという保証はない．そのため，より柔

軟な形で基準ハザード関数を表現し，各個人の同伴行

動に対する希望時間の特性をより詳細に記述すること

が求められる．

基準ハザード関数に特定の分布形を指定することな

く共変量の影響を支配するパラメータを推計する方法

として coxが提案した部分尤度法 20)が挙げられる．こ

の方法は基準ハザード関数を特定することなく共変量の

影響を支配するパラメータを評価することが出来るが，

連続時間型の生存時間分布を仮定しているため，同時

に事象が発生するタイデータが n個含まれると n!通り

の場合分けをする必要があり，計算が複雑になってしま

う．本研究においては，観測される行動時間が 15分間

隔で表現されている．そのため多くのタイデータが存在

し，部分尤度法の適用が困難である．このような場合，

離散時間型の生存時間分析を適用することにより計算

が容易になる．離散時間型の生存時間分析を適用する

際には，観測されるデータは離散的な期間 (Tm, Tm+1]
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内のある時点において事象が発生したという仮定を前

提とする．この離散的な期間において，各期間の基準

ハザード関数の値を推定することにより，自由度の高

い基準ハザード関数を形成することが可能となる．離

散的な期間によって生存時間が観測されるといったこ

とは計量経済学の分野における実証分析において頻繁

に発生しうる状況であり，本研究においてもあてはま

るものである．期間ごとに基準ハザード関数の値を推

定する方法として，累積基準ハザード関数の各期間の

値を直接推定する方法 21)や，順序反応モデルを使用し

た方法 22)23) などが存在する．

本研究においては，個人は同伴行動の希望時間を自

身の効用が最大化されるように決定しているという前

提に立っている．効用最大化行動を前提とする場合，同

伴行動の希望時間は，同伴行動によって得られる限界

効用と自身の時間価値が一致する点において決定され

る 24)．そのため，理論的に整合的なモデルを構築する

ためには，時間に関して連続型のモデルを構築するこ

とが望ましい．しかし，基準ハザード関数を時間に関し

て連続なフレキシブルな関数によって表現し，生存関

数を導出し，家族の同伴行動の希望時間の競合過程を

定式化することは困難である．そこで本研究では，期

間ごとの累積基準ハザード関数の推定値を直接求める

方法を採用し，基準ハザード関数をよりフレキシブル

な形で推計する．

いま，離散的な時刻 Tm (m = 1, · · · ,M)を考える．

個人 li において，同伴行動の希望時間が Tm よりも長

いという条件下で，Tm+1 以上となる条件付確率は

Pr[ζli ≥ Tm+1|ζli > Tm] =
S(Tm+1 : xl)

S(Tm : xl)

= exp

[
−
∫ Tm+1

Tm

λli(u)du

]

= exp

[
−
[∫ Tm+1

Tm

λ0rli
(u)du

]
exp(βrli

xli
′)

]
= exp

[
− exp[γrli (Tm) + βrli

x′
li ]
]

(32)

となる．ただし，

γrli (Tm) = ln

{∫ Tm+1

Tm

λ0rli
(u)du

}
(33)

である．γrli (Tm) は基準ハザード関数の，期間

(Tm, Tm+1]における累積値を支配するパラメータであ

り，その個数は対象とする期間における離散的な区間

の個数に一致する．このパラメータの推定を期間ごと

に行うことにより，基準ハザード関数を特定の分布形

に仮定することなく推計することができるため，複雑

な形をした基準ハザード関数にも対応することが可能

となる．ここで，基準ハザード関数は各期間内におい

て一定の値をとると仮定すると，各期間の基準ハザー

ド関数の値は γrli (Tm)の推定量 γ̂rli (Tm)を用いて，

λ0rli
(Tm) =

exp(γ̂rli (Tm))

Tm+1 − Tm
(34)

となる．

(4) 競合リスクハザードモデル

次に，家族 iの各個人によって，同伴行動を自分の

意思で終了させるという事象が競合する場合を考える．

このとき，観測される事象は競合するリスク事象の中

で最も生存確率の低いものであり，その他のリスク事

象は無情報センサーとして扱われるものとする．ここ

で，同伴行動を終了させた個人が仮に u(u = 1, · · · , Li)

であったとしよう．離散型の基準ハザード関数を用い

るモデルにおいて家族の中の個人の意思の競合を考慮

する場合，同伴行動が期間 (Tm, Tm+1]内において個人

uによって終了されるということは，1）個人 uは，時

刻 Tmまで同伴行動を終了せず，期間 (Tm, Tm+1]に同

伴行動を終了させること（事象 1），2）個人 u以外の

個人は，時刻 Tm+1 まで同伴行動を終了せず，そのま

ま観測打ち切りとなること（事象 2），という 2つの排

他的な事象が同時に生起することを意味する．

まず，事象 1に着目する．個人 uの希望同伴行動時

間が時刻 Tm 以上となる確率は，

Pr[ζu ≥ Tm] = Su(Tm;xu)

=

Tm−1∏
T=T1

exp
[
− exp[γru(T ) + βrux

′
u]
]

(35)

となる．次に，期間 (Tm, Tm+1]において個人 uによっ

て同伴行動が終了される確率は，

Pr[Tm ≤ ζu ≤ Tm+1]

= 1− exp
[
− exp[γru(Tm) + βrux

′
u]
]

(36)

となる．よって事象 1が生起する確率 P1 は

P1 =
(
1− exp

[
− exp[γru(Tm) + βrux

′
u]
] )

Tm−1∏
T=T1

exp
[
− exp[γru(T ) + βrux

′
u]
]

(37)

と表される．

次に，事象 2に着目する．事象 2が生起するために

は，家族 iのなかの個人 u以外の全ての個人の希望同

伴行動時間が Tm+1以上になる必要がある．そのため，

事象 2が生起する確率 P2 は，

P2 =

Li∏
li=1, ̸=u

Tm∏
T=T1

exp
[
− exp[γrli (T ) + βrli

x′
li ]
]
(38)

となる．ただし，符号
∏Li

li=1,̸=uは u以外の liに関する

積であることを意味する．
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次に，観測された全家族の全種類の同伴行動時間を表

すベクトルを t = (t1, · · · , tK)とし，tk = (tk1 , · · · , tkn)
とする．また，Tm < tki ≤ Tm+1を満たす Tmを T k

i と

表す．tが観測される同時生起確率（尤度関数）L(γ,β :

t,x)は，

L(γ,β : t,x)

=

K∏
k=1

n∏
i=1

 Li∑
u=1

Li∏
li=1

Tk
i∏

T=T1

pli,T ·

(
1− pli,Tk

i

pli,Tk
i

)δliu

(39)

となる．ただし，

pli,T = exp
{
− exp[γrli (T ) + βrli

x′
li ]
}

(40)

である．また，δkiluは家族 iの中のどの個人によって同

伴行動が終了されたかを表すダミー変数であり，

δkilu =

{
1 li = uの場合

0 その他の場合
(41)

とする．

(5) 潜在変数の導入

前述のとおり，観測される同伴行動時間は家族内のあ

る個人の意思によって決定されているため，その他の個

人が希望する同伴行動時間を観測することはできない．

また，誰の意思によってその同伴行動が終了されたのか

という競合リスク事象の原因に関する情報は明示的には

得られない．そこで，家族内のどの個人によって同伴行動

が終了されたのかを示す潜在変数 ski (ski ∈ [1, · · · , Li])

を導入する．この潜在変数の導入により，本来観測不

可能である同伴行動の終了要因を推計することが出来

るとともに，尤度関数が簡略化され計算負荷を軽くす

ることが出来る．ここでは仮に，潜在変数が観測でき

たと考え，議論を進める．

離散型の基準ハザード関数を用いるモデルにおいて

潜在変数が観測可能な場合，尤度関数は

L(γ,β, s, t,x)

=

K∏
k=1

n∏
i=1

 Li∏
li=1

Tk
i∏

T=T1

pli,T ·

(
1− pski ,Tk

i

pski ,Tk
i

)　(42)

と表現できる．この操作を完備化（completion）とい

い，式 (42)によって表される尤度関数を完備化尤度関数

という．ただし，完備化尤度関数に含まれる潜在変数 s

は，本来観測されない変数である．そこで，完備化尤度

関数式（42）を用いて，潜在変数の確率分布を推計する

ことを考える．完備化尤度関数を展開することにより，

潜在変数 sに関する全条件付事後分布を導出すること

が出来る．ここで，sk−i = (sk1 , · · · , ski−1, s
k
i+1, · · · , skn)

とすれば，ベイズの法則より潜在変数 ski = mの全条

件付事後確率は，

Pr(ski = m|sk−i,γ,β, t,x)

=
L̃(ski = m, sk−i,γ,β, t,x)∑Li

m=1 L̃(ski = m, sk−i,γ,β, t,x)
(43)

と表せる．

6. おわりに

多様な世帯における複数人が行う同一の行動をモデ

ル化する方法論について考察した．
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